
 

＜概要＞
  福島第一及び第二原子力発電所（以下、原子力発電所を「原発」という。）の事故による原子

力災害被災者（以下「被災者」という。）の生活支援が喫緊の課題であることに鑑み、平成23年3
月29日、福島第一及び第二原発事故に係る原子力災害対策本部の下に、「原子力被災者生活支援
チーム」が、被災者支援の体制強化として発足した。平成25年12月20日に、国は原子力災害対策
本部及び閣議において、「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」の指針を決定し、平成27
年6月12日に、その改訂を公表した。改訂のポイントは、（1）早期帰還支援・新生活支援の両面
の取り組みの深化、（2）事業・生業や生活の再建・自立に向けた取り組みの大幅な拡充、（3）
より安定的で持続的な福島第一原発の事故収束に向けた対応（中長期ロードマップの改訂）であ
る。現在も改訂された指針に基づき、政府の被災者支援が行われている。平成27年8月24日に
は、原子力災害対策本部長決定により、「福島相双復興官民協議会」が設置された。

  福島第一原発事故の当事者である東京電力は、事故発生当初から、福島第一原発の立地自治体
などに人員を派遣し、人的支援を中心とした様々な取り組みを実施している。平成25年1月には、
双葉郡のJヴィレッジに福島復興本社を設置し、被災者への支援の取り組みを一元的に実施する体
制を整え、復興推進活動や除染推進活動を行っている。

＜更新年月＞ 
2016年12月   

 

＜本文＞
 1． 政府における取り組み

  福島第一及び第二原子力発電所（以下、原子力発電所を「原発」という。）事故に係る原子力
災害対策本部（内閣府、本部長：内閣総理大臣）は、福島第一及び福島第二原発の事故による原
子力災害被災者（以下「被災者」という。）の生活支援が喫緊の課題であることに鑑み、平成23
年3月29日、原子力災害対策本部の下に、「原子力被災者生活支援チーム（チーム長：経済産業大
臣）」が、被災者支援の体制強化として、発足した（図１参照）。

  原子力被災者生活支援チームの発足時の主な任務は以下のとおりであり、関係行政機関、地方
自治体、東京電力（株）（当時の名称）等との調整を行い、総合的かつ迅速に取り組むとした。

 （1）被災者の避難・受入れの確保（除染体制の確保を含む）
 （2）被災地周辺地域・避難所への物資の輸送、補給

 （3）被災者への被ばくに係る医療等の確保
 （4）環境モニタリングと情報提供

  平成23年5月17日、原子力災害対策本部は、原子力事故による被災者、被災自治体への対応に
係る当面の課題とその取り組み方針を「原子力被災者への対応に関する当面の取り組みのロード
マップ」としてとりまとめ、公表した。とりまとめた項目は以下のとおり。ロードマップについ
ては、適宜、進捗状況の公表が行われた。

 （1）福島第一原発事故の事態収束に向けた取り組み
 （2）避難区域に係る取り組み

 （3）計画的避難区域に係る取り組み
 （4）緊急時避難準備区域に係る取り組み

 （5）被災住民の安心・安全の確保

02 原子力発電
02-07 原子力発電所の事故・故障
02-07-03 福島第一原子力発電所事故
02-07-03-09 原子力被災者への対応に関する取り組み

http://atomica.tokai-sc.jaea.go.jp/atomica_pdf/dic/detail/dic_detail_907.html
http://atomica.tokai-sc.jaea.go.jp/atomica_pdf/dic/detail/dic_detail_389.html


（6）雇用の確保、農業・産業への支援
（7）被災地方公共団体への支援
（8）被災者・被災事業者等への賠償
（9）ふるさとへの帰還に向けた取り組み
 原子力被災者生活支援チームでは、福島県内のラジオ番組を通じて、原発事故に関する情報
や、政府の支援策について情報提供を行うため、ラジオ番組「守ります！福島 〜政府福島原子
力被災者生活支援チームQ＆A〜」を平成23年4月11日〜平成24年3月31日まで放送した。また、
平成23年9月15日には、福島県外に避難されている人々向けに、政府の政策情報を直接届けるた
め、「ふれあいニュースレター」を創刊した。ふれあいニュースレターは現在も被災13市町村か
ら県内外に避難している人々に向けて、配信されている（平成28年10月時点で、第68号を配
信）。
 平成25年12月20日に、国は原子力災害対策本部及び閣議において、「原子力災害からの福島復
興の加速に向けて」の指針を決定した。指針では、
（1）帰還に向けた取り組みの充実と新たな生活の開始に向けた支援の拡充の両面からの福島支援
（2）予防的、重層的な汚染水対策の実施と廃炉推進に取り組む体制の強化など、福島第一原発の
事故収束に向けた取り組みの強化
（3）国と東京電力の役割分担の明確化による国が前面に立った原子力災害からの福島再生の加速
の3つの大きな方向性を示している。国は、この指針を避難生活が継続している被災者の人々の生
活再建と、地元自治体の自立、再生への出発点として、活用し、充実し、具体化していくとし
た。
 その後、本指針に沿って取り組みを進めた結果、平成26年の田村市と川内村の避難指示解除の
実現、国道6号の一般通行の再開、常磐自動車道の全線開通、福島県立ふたば未来学園高等学校の
開校、除染等の措置など着実な進捗があった。このように具体的な進展が見られるものの、未だ
復興に向けた道筋が見えないとの声が依然として地元には存在していること、発災から4年以上が
経過したことによる長期避難に伴う課題の顕在化、また被災事業者等には事故前に比べた顧客・
取引先の減少や、長引く風評被害等により厳しい事業環境が継続している状況であった。これら
の状況を踏まえ、原子力災害対策本部は、必要な対策の追加・拡充を行うため、平成27年6月12
日に、「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」改訂を公表した。改訂のポイントは以下の
とおりで、現在も改訂された指針に基づき、政府の原子力被災者支援が行われている。
（1）早期帰還支援・新生活支援の両面の取り組みの深化
（2）事業・生業や生活の再建・自立に向けた取り組みの大幅な拡充
（3）より安定的で持続的な福島第一原発の事故収束に向けた対応（中長期ロードマップの改訂）
 原発事故による災害へのリンクも含め、東日本大震災に係る政府の対応については、復興庁の
ホームページに掲載されている。また、原子力被災者支援に関しては、経済産業省のホームペー
ジに避難指示や福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想等に関する現在の状
況などが掲載されている。
 イノベーション・コースト構想は、平成26年1月に当時の原子力災害現地対策本部長の私的懇談
会として設置された「イノベーション・コースト研究会」において、産学官の有識者が今後の研
究開発拠点、産業拠点、人材育成拠点、地域開発の在り方等を検討し、地域経済の将来像、必要
な取り組み、支援策等についての提言を同年6月、報告書にとりまとめられた。イノベーション・
コースト構想の具体化に向けては、国、福島県、市町村をはじめ関係者が一体となって取り組み
を進める必要があることから、個別検討会における検討状況の報告、その他、構想具体化に向け
た進捗状況を共有しつつ、構想の実現に向けた方策について意見交換等を行うことを目的に、平
成26年12月、「イノベーション・コースト構想推進会議」が設置され、現在に至っている。
 また、平成27年8月24日には原子力災害対策本部長決定により、「福島相双復興官民協議会」
が設置された。福島相双復興官民協議会は、福島第一原発事故による被災事業者等の生活再建、
生業や就労の回復等きめ細かい支援の実施に向けて、地方公共団体を含む関係機関等との総合調
整等を行うことを目的とし、国、福島県、民間をメンバーとしている。そして、この協議会が司
令塔となり、原子力災害対策本部、福島県、一般社団法人福島相双復興推進機構、独立行政法人
中小企業基盤整備機構から構成される「福島相双復興官民合同チーム（官民合同チーム）」を設
立し（図２参照）、福島第一原発事故に伴い避難指示等の対象地域となった福島県内12市町村に
おいて、当時事業を営んでいた事業者の事業・生業・生活の再建等を支援している。
2． 東京電力の取り組み
 福島第一原発事故の当事者である東京電力は、福島第一原発の事故発生当初から、福島第一原
発の立地自治体などに人員を派遣して役場に避難していた住民等に発電所の状況説明を行った。
政府が福島第一原発から半径20Km圏内に避難指示を出した後は、指示に従って移転した各自治体



の役場に人員を帯同させるなどして事故の状況を説明するとともに、福島県内14自治体の災害対
策本部を通じて住民の避難所等に米・飲料水や衣類等、物資の提供を行った。その後も東京電力
は、原子力損害賠償への取り組みと併せて、人的支援を中心とした様々な取り組みを実施してい
る。事故後間もない時期から、各自治体の避難所や政府と各自治体が行う住民一時立入の会場に
人員を派遣して支援物資の仕分けやスクリーニング（放射線測定）などを行うとともに、他の電
力会社とも協力しながら避難区域等で放射線モニタリングを行った。
 平成25年1月には、双葉郡のJヴィレッジに福島復興本社を設置し、原子力被災者への支援の取
り組みを一元的に実施する体制を整えながら、復興推進活動や除染推進活動を行っている。復興
推進活動の主な取り組みとしては、住宅や神社等の清掃・屋内片づけ、役場や図書館・公民館の
荷物運搬・整理、住宅等への進入路や墓地・町道等の除草、仮設住宅における除雪、一時立入会
場におけるスクリーニング、避難先からの帰還を目指す住民に直接声を掛けて要望を聞く見回り
活動などがあり、これらに従事した人員は27万人・日を超えている。除染推進活動の主な取り組
みとしては、農地・宅地・学校のモニタリングやJR常磐線の運転再開に向けたモニタリング、国
や市町村が行う除染関連作業の工事管理、滞留した牛糞堆肥の流通回復に向けた取り組み、中間
貯蔵に向けた試験輸送への対応などがあり、これらに従事した人員は18万人・日を超えている
（実績はいずれも平成28年8月末現在）。
 平成28年3月には、福島復興本社を双葉郡富岡町にある東京電力の建物に移転させるとともに、
各自治体の避難指示解除の動きに合わせて「見回り活動」を強化するなど、浜通りを中心に住民
の要望に応える活動を継続して行っている。

＜関連タイトル＞
福島第一原発事故の概要 (02-07-03-01)
福島第一原発事故への国の初期対応 (02-07-03-03)
福島第一原発事故への福島県の初期対応 (02-07-03-04)
避難区域等の設定と住民避難 (02-07-03-05)
福島第一原発事故収束（2011年12月）に向けた取り組み (02-07-03-06)
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